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第１３号議案

名古屋都市計画高度地区の変更

（最低限高度地区）



経緯と概要① ２

都市防災不燃化促進事業のイメージ



経緯と概要② ３

名古屋都市計画高度地区計画書（抜粋）

種 類 面 積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考

高 度 地 区
(最低限高度地区)

約 95ha 建築物の各部分の高さの最低限度は7メー
トルとする。

合 計 約 95ha

最低限高度地区内の適用の除外

次の各号のいずれかに該当する建築物又は建築物の部分については、上記の制限
は適用しない。
(1) 不燃化促進区域の区域外の建築物
(2) 都市計画施設の区域内の建築物
(3) 建築物の建築面積の2分の1未満の部分の高さが7メートル未満の建築物
(4) 附属建築物で平家建のもの（建築物に附属する門、へいを含む。）
(5) 法第3条第2項の規定によりこの都市計画の規定の適用を受けない建築物につ

いての増築又は改築については、令第137条の10第1号及び第2号に定める範囲の
建築物

(6) 地下若しくは高架の工作物内又は道路内に設ける建築物その他これらに類す
るもののほか、市長が公益上やむを得ないと認め建築審査会の同意を得て許可し
た建築物

削

除

建築物の敷地が高度地区の内外又は２種類以上の高度地区にわたる場合の措置
(1) ～(4) 略
(5) 建築物の敷地が絶対高31ｍ高度地区及びその他の高度地区、又は絶対高45ｍ高度地区及びその他の高

度地区又は最低限高度地区及びその他の高度地区にわたる場合で、敷地内の高度地区を区分する境界線上の
各点から真南方向への水平延長線が属する敷地内の区域（以下、この号において「当該区域」という。）が
それぞれ絶対高31ｍ高度地区、又は絶対高45ｍ高度地区又は最低限高度地区の指定されていない区域である
ときは、当該区域内の建築物の高さは、当該区域に指定されている高度地区の種類に応じて、10ｍ高度地区
内においては10メートル以下、15ｍ高度地区内においては15メートル以下、20ｍ高度地区内においては20
メートル以下、31ｍ高度地区においては31メートル以下、45ｍ高度地区においては45メートル以下とする。



広小路線地区
約41ha

東郊線地区
約54ha

総括図 ４



広小路線地区 ５

変更箇所
変更前 変更後
高度地区 高度地区

①
絶対高45m高度地区
最低限高度地区※ 絶対高45m高度地区

② 最低限高度地区※ ―

※建築物の高さの最低限度を７ｍ以上とする。

高度地区変更前後対照表

①

②

広 小 路 線

庄

内

川

高度地区変更区域

広小路線地区

中村公園駅

名古屋駅

新大正橋



東郊線地区

東郊線地区 ６

※建築物の高さの最低限度を７ｍ以上とする。

高度地区変更前後対照表

高度地区変更区域

①

東

郊

線

矢田川 庄内川

①

東

郊

線

東

郊

線

①

変更箇所
変更前 変更後
高度地区 高度地区

① 最低限高度地区※ ―

Ａ Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

黒川

新川中橋

清水四丁目

東片端

東郊通二丁目

高辻


